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○○市公共下水道管路施設維持管理等業務委託

業務仕様書（素案）

第１章 総則

１．目的

本業務は、○○市（以下「委託者」という。）が保有する下水道管路施設の巡視・点検業

務、調査業務、清掃業務、修繕業務等の計画的維持管理業務及び住民対応業務、事故対応

業務、他工事等立会業務等の住民対応等業務並びに災害対応業務を一括して複数年にわた

って委託することにより、下水道管路施設に係る機能維持及び維持管理の効率化を図るこ

とを目的とする。

２．適用範囲

（１）本仕様書は、委託者が発注する【○○市公共下水道管路施設維持管理等業務委託】

に適用する。受託者は、本仕様書に従い、誠実かつ安全に業務を履行しなければなら

ない。業務の概要は、別紙１「業務概要」に示すとおりである。

（２）図面及び特記仕様書に記載された事項は、本仕様書に優先する。

（３）本仕様書、図面及び特記仕様書に疑義が生じた場合は、委託者と受託者との協議に

より決定する。

３．履行期間

本業務の履行期間は次のとおりとする。

履行期間 委託契約締結日から平成○年３月３１日まで

４．用語の定義

本仕様書において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。

（１）「指示」とは、委託者の発議により、委託者が受託者に対し、委託者の所掌事務に関

する方針、基準、計画等を示し、実施させることをいう。

（２）「承諾」とは、受託者の発議により、受託者が委託者に報告し、委託者が了解するこ

とをいう。

（３）「協議」とは、委託者と受託者が対等の立場で、合議することをいう。

５．費用の負担

業務の検査等にともなう必要な費用は、本仕様書に明記のないものであっても、原則と

して受託者の負担とする。

参考資料１
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６．秘密の保持等

（１）受託者は、業務の遂行上知り得た事項を第三者に漏らしてはならない。

（２）業務の実施により得られた資料及び成果の所有は委託者に帰属するものとし、受託

者は、委託者の承諾なくこれらを公表してはならない。

７．法令等の遵守

（１）受託者は、業務を実施するに当たり、別紙２「遵守法令等」に掲げる法令の他、関

連する法令、条例、規則等を遵守しなければならない。

（２）受託者が使役する全ての使用人等に対する関係諸法令の運用、適用は、受託者の責

任と負担において行わなければならない。

８．中立性の堅持

受託者は、中立性を堅持するよう努めなければならない。

９．公益確保の義務

受託者は、業務を行うにあたっては公益の安全、環境その他の公益を害することのない

ように努めなければならない。

１０．提出書類

（１）受託者は、契約締結後、速やかに別紙３「業務着手時の提出書類」に示す書類を委

託者に提出し、その承諾及び身分証明書の発行を受けた上で業務に着手しなければな

らない。各書類の様式は委託者の指示によるものとする。

（２）提出した書類の内容を変更する必要が生じた時は、直ちに変更届（変更版）を委託

者に提出しなければならない。

（３）受託者は、業務着手日以降、業務の実施期間中において、別紙４「業務実施期間中

の提出資料」に示す書類を委託者に提出しなければならない。各書類の様式は委託者

の指示によるものとする。

（４）受託者は、業務が完了した時は、速やかに別紙５「業務完了時の提出図書」に示す

図書を委託者に提出しなければならない。なお、これらの図書のうち年次報告書に記

載する考察には、各業務の結果を踏まえ、委託者の維持管理の一層の効率化に資する

提言を含めるものとする。

（５）前各項の提出図書の他、委託者が提出を指示した書類は、指定期日までに提出しな

ければならない。
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１１．官公署等への手続き

（１）受託者は、業務の履行期間中、関係官公署及びその他の関係機関との連絡を保たな

ければならない。

（２）受託者は、業務の実施に当たり、受託者が行うべき関係官公署及び関係機関への届

出等を、受託者の責任と負担において、関係諸法令の定めるところにより行わなけれ

ばならない。また、届出等に先立ち、その内容を事前に委託者に報告しなければなら

ない。

（３）受託者は、関係官公庁等との協議を必要とするとき、または協議を受けたときは、

誠意をもってこれにあたり、この内容を遅滞なく報告しなければならない。

１２．業務実施体制

受託者は、別紙６「業務実施体制」に定める体制を整えなければならない。

１３．再委託先の届出

（１）受託者は、業務の一部を再委託する場合は、業務の着手に先立ち、再委託届により、

再委託先の名称、再委託の種類、金額、期間及び範囲等について届け出なければなら

ない。 ただし、技術提案書において提案された第三者への下請け又は再委託以外の再

委託については、受託者が、事前に委託者の書面による承認を得るものとする。

（２）委託者は、業務の実施に当たって、著しく不適当であると認められる再委託先につ

いて、交代を命ずることがある。この場合、受託者は、直ちに必要な措置を講じなけ

ればならない。

１４．地域住民等との協調

（１）受託者は、業務を実施するに当たり、地域住民等に業務内容を説明し、理解と協力

を得るとともに、紛争等が生じないように努めなければならない。

（２）受託者は、地域住民等から苦情、要望等があった時は、遅滞なく委託者に申し出て、

その指示を受け、誠意を持って対応し、その結果を速やかに委託者に報告しなければ

ならない。

（３）受託者は、如何なる理由があっても、地域住民等から報酬、手数料等を受け取って

はならない。再委託先及び使用人等についても、当該の行為について十分指導監督す

ること。

（４）再委託先及び使用人等が前項の行為を行った時は、受託者がその責任を負うこと。

１５．協力義務

（１）受託者は、隣接業務又は関連業務の受託者と相互に協力し、業務を実施しなければ

ならない。また、他事業者が実施する関連業務が同時に実施される場合においても、
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これら関係者と相互に協力しなければならない。

（２）受託者は、委託者が自ら又は委託者が指定する第三者が行う調査及び試験に対して、

委託者の指示によりこれに協力しなければならない。

１６．損害賠償及び補償

（１）受託者は、下水道施設に損害を与えた時は、直ちに委託者に報告し、その指示を受

けるとともに、速やかに原状復旧しなければならない。この場合において、原状復旧

に要する費用は受託者の負担とする。

（２）受託者は、業務の実施に当たり、万一、注意義務を怠ったことにより、第三者に損

害を与えた時は、その復旧及び賠償に全責任を負わなければならない。

１７．工程管理

（１）受託者は、あらかじめ提出した業務計画書に従い、工程管理を適正に行わなければ

ならない。

（２）業務の計画と実績とに差異が生じた場合は、必要な措置を講じて、業務の円滑な進

捗を図らなければならない。

（３）受託者は、毎月末、月次報告書により、業務の進捗状況等を委託者に報告するもの

とする。

１８．業務事務所

（１）受託者が業務を実施する事務所は、委託者の施設である○○市○○事務所（○○市

○○丁目○○番○○号）とし、無償で貸与する。受託者は、当該事務所の使用に関し

て、業務の着手に先立ち、事務所使用申請書を委託者に提出し、その承諾を得なけれ

ばならない。

（２）受託者は、前項の事務所を善良なる管理者の注意をもって適切に管理しなければな

らない。また、業務の目的以外に使用してはならず、委託者の承諾なく改造等を行っ

てはならない。

（３）第１項の事務所において業務の履行上必要となる電気、ガス、水道、下水道及び通

信に係る使用料金は、【受託者】の負担とする。

１９．機材の準備

業務の履行に必要な機材は、受託者の責任と負担において準備しなければならない。受

託者が準備すべき機材は、別紙７「準備機材」に示すものを標準とする。

２０．打合せ及び記録

（１）受託者は、業務を適正かつ円滑に実施するため、委託者と密接な連絡をとり、必要
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な段階で打合せを行うものとし、その内容については、その都度、打合せ記録簿を作

成、委託者に提出し、その確認を受けなければならない。

（２）受託者は、その日の作業開始前に、前日に実施した作業内容及び当日に実施予定の

作業内容について、作業日報により委託者に報告しなければならない。

（３）受託者は、毎週の週初めに、その週に実施予定の作業内容について、週間作業予定

表により委託者に報告しなければならない。

（４）受託者は、夏期休暇、年末年始休暇及び大型連休における緊急時の連絡責任者を定

め、緊急連絡表により、委託者に事前に報告しなければならない。

２１．貸与資料及び貸与品

（１）委託者は、別紙８「貸与資料・貸与品リスト」に示す資料及び物品を、業務の実施

に必要の都度、受託者に貸与する。

（２）受託者は、前項の貸与を受けようとする時は、事前に資料・物品貸与申請書を委託

者に提出し、その承諾を得なければならない。

２２．参考図書

業務の履行において参考とする図書は、別紙９「参考図書」に記載された最新版図書と

する。なお、これ以外の図書に準拠する場合は、あらかじめ委託者の承諾を受けなければ

ならない。

２３．証明書の交付

必要な証明書及び申請書の交付は、受託者の申請による。

第２章 安全管理

１．一般事項

（１）受託者は、公衆公害、労働災害及び物件損害等の未然防止に努め、労働安全衛生法、

酸素欠乏症等防止規則、建設工事公衆災害防止対策要綱等の定めるところに従い、そ

の防止に必要な措置を十分講ずること。

（２）作業中は気象情報に十分注意を払い、降雨予報が出された際は直ちに作業を中止で

きる体制とする。また、地震等が発生した場合は、直ちに対応できるような対策を講

じておくこと。

（３）事故防止を図るため、安全管理については、業務計画書に明示し、受託者の責任に

おいて実施すること。
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２．安全教育

（１）受託者は、業務に従事する者に対して、定期的に当該業務に関する安全教育を行い、

作業員の安全意識の向上を図ること。

（２）受託者は、労働省令で定める酸素欠乏危険作業に係る業務について、特別な教育を

行うこと。

３．労働災害防止

（１）受託者は、現場の作業環境を常に良好な状態に保ち、機械器具その他の設備は常時

点検して、作業に従事する者の安全を図ること。

（２）マンホール、管きょなどに出入りし、又はこれらの内部で作業を行う場合は、労働

省令で定める酸素欠乏危険作業主任者の指示に従い、酸素欠乏空気や有毒ガス等の有

無を、作業開始前と作業中は常時調査し、換気等事故防止に必要な措置を講じるとと

もに、呼吸用保護具等を常備すること。なお、酸素及び硫化水素の測定結果は、記録、

保存し、委託者が提示を求めた場合は、その指示に従うこと。

（３）作業中、酸素欠乏空気や有毒ガス等が発生した場合は、直ちに必要な措置を講ずる

とともに、委託者及び他関係機関に緊急連絡を行い、その指示により、適切な措置を

講ずること。

（４）資格を必要とする諸機械を取り扱う場合は、必ず有資格者をあて、かつ、誘導員を

配置すること。

４．公衆災害防止

（１）作業中は、常時、作業現場周辺の居住者及び通行人の安全、並びに交通、流水等の

円滑な処理に努め、現場の保安対策を十分講ずること。

（２）作業現場には、業務内容を明示した標識を設けるとともに、夜間には十分な照明及

び保安灯を施し、通行人、車両交通等の安全の確保に努めること。

（３）作業区域内には、交通整理員を配置し、車両及び歩行者の通行の誘導、並びに整理

を行うこと。

（４）作業に伴う交通処理及び保安対策は、本仕様書に定めるところによる他、関係官公

署の指示に従い、適切に行うこと。

（５）前項の対策に関する具体的事項については、関係機関と十分協議して定め、協議結

果を委託者に報告すること。

５．その他

（１）受託者は、作業に当たって、下水道施設又はガス管等の付近では、絶対に裸火を使

用しないこと。

（２）万一、事故が発生した時は、業務計画書に示す緊急連絡体制に従い、直ちに委託者
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及び関係官公署に報告するとともに、速やかに必要な措置を講ずること。

（３）前項の通報後、受託者は事故の原因、経過及び被害内容を調査の上、その結果を書

面により、直ちに委託者に届け出ること。

第３章 業務内容

第１節 共通

１．一般事項

（１）作業に当たっては、管口を傷めないようにガイドローラ等を使用するなど、必要な

保護措置を講じ、下水道施設に損傷を与えないよう十分留意すること。

（２）作業に当たり、仮締切を必要とする場合は、事前に委託者の承諾を得ること。この

仮締切は、上流に溢水が起こらない構造で、かつ、作業中の安全が確保されるものと

すること。ただし、上流に溢水が生じる恐れがある時は、直ちにこれを撤去すること。

（３）受託者は、作業に当たり、騒音規制法、振動規制法及び委託者の公害防止条例等の

公害防止関係法令に定める規制基準を遵守するために必要な措置を講ずること。

（４）受託者が委託者の指示に反して作業を続行した場合及び委託者が事故防止上危険と

判断した場合は、作業の一時中止を命ずることがある。

（５）作業に当たり、道路その他の工作物を、搬出土砂等で汚損させないこと。万一、汚

損させた時は、作業終了の都度、洗浄・清掃すること。

（６）作業終了後は、速やかに使用機器、仮設物等を搬出し、作業箇所の清掃に努めるこ

と。

＜ケース A＞委託者が維持管理情報管理システムを保有している場合

（７）受託者は、点検・調査、修繕及び緊急時対応の各業務の結果について、委託者の保

有する維持管理情報管理システムにデータ登録（更新）を行わなければならない。登

録（更新）するデータ項目等の詳細は、委託者の指示によるものとする。

＜ケース B＞委託者が維持管理情報管理システムを保有していない場合

（７）受託者は、点検・調査、修繕及び緊急時対応の各業務の結果について、維持管理情

報としてデータベース化を行わなければならない。データベース化の方法及び登録す

るデータ項目等の詳細は、特記仕様書に示すほか、委託者と受託者の協議により決定

するものとする。

第２節 維持管理計画及び月間維持管理計画策定業務
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受託者は、本業務を実施するにあたって、契約日の翌日から【 】日以内に、履行期間

中における管路の維持管理業務の内容を網羅した維持管理計画書を作成し、委託者の確認

を得ること。また、毎月【 】日までに翌月の月間維持管理計画書を作成し、委託者の確

認を得ること。

１．維持管理計画書

履行期間全体を通じた基本的事項、スケジュールを把握できるように作成すること。

維持管理計画書には、以下の内容を記載すること。

（１）維持管理方針と目標の設定

①維持管理の目的

②計画期間

③目標指標・目標値の設定 

（２）現状維持管理状況の把握と課題整理

①対象施設の概要の整理

②現状の管路施設の維持管理状況

（３）本管管路の点検調査計画 

①重点路線の選定

②優先度の設定

③点検調査頻度の設定

④短期的な点検調査計画の策定

（４）上記以外の維持管理計画

①清掃計画

②苦情・事故発生時の対応計画

③緊急時対応計画書

④維持管理体制の確保

２．月間維持管理計画書

月間維持管理計画の内容については、日単位で把握できるように作成すること。

第３節 点検調査等業務

１．巡視・点検、調査業務

（１）実施箇所及び実施数量

巡視・点検、調査の実施箇所及び実施数量は、別紙１による。
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（２）作業時間

巡視・点検、調査に当たっては、道路使用許可条件を厳守すること。

（３）調査機材

巡視・点検、調査に使用する機材は、常に点検し、完全な整備をしておくこと。

（４）テレビカメラ調査 

１）調査に当たっては、事前に調査箇所を高圧洗浄車等にて念入りに洗浄すること。

２）本管の調査は、原則として上流から下流に向けカメラを移動させながら、途中カ

ットすることなく連続撮影を行うこと。

３）本管の調査に当たっては、管の破損、継手部の不良、クラック、取付管口等に十

分注意しながら、全区間カラー撮影し、鮮明な画像を得ること。

４）本管内及び取付管の異常箇所の位置表示は、上流側マンホール中心からの距離と

する。

５）管内に異状が発見された場合は、汎用記録メディアとは別に、モニターから写真

撮影（カラー）を行うものとする。これらの撮影内容及び方法の変更は、事前に委

託者と協議し、その承諾を得なければならない。

６）調査区間内のマンホール調査項目は、内径 800mm 未満の目視調査内容によること。

（５）目視調査

１）内径 800mm 以上

①調査する場合は、本管内に作業員が入り、管路の布設状況、土砂等の堆積状況、

管の破損、継手部の不良、管壁のクラック、取付管口、管のたるみ・蛇行、取付管

の突き出し、油脂の付着、木の根の侵入、浸入水、マンホール内のクラック、側壁・

目地のずれ、コンクリートの腐食、足掛金物の欠損本数、蓋の摩耗度、蓋のがたつ

きの有無、副管の状況等の不良箇所を調査し、写真撮影（カラー）を行うものとす

る。

②本管内の異状箇所の位置表示は、上流側マンホール中心からの距離とする。

③写真は、調査年月日、異状内容、発生場所等を明記した黒板を入れて、カラーで

撮影すること。

④調査内容は、テレビカメラ調査に準ずるものとする。

２）内径 800mm 未満

①調査する場合は、マンホール内に作業員が入り、十分な照明のもとに土砂等の堆

積状況、管路の布設状況、浸入水、マンホール内のクラック、側壁・目地のずれ、

足掛金物及びコンクリートの腐食、足掛金物の欠損本数、蓋の摩耗度、蓋のがたつ

き・蓋違いの有無等のマンホール内の不良箇所を調査し、写真撮影（カラー）を行

うものとする。

②写真は、調査年月日、異状内容、発生場所等を明記した黒板を入れて、カラーで

撮影すること。
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（６）取付管調査

１）調査に先立ち、調査箇所を洗浄し、調査の精度を高めること。

２）調査に当たっては、本管同様、管の破損、継手部及び曲部の不良箇所、管壁のク

ラック漏水、取付管口等に十分注意しながら、撮影（カラー）を行うものとする。

３）不良箇所の位置表示は、取付ます中心からの距離とする。

（７）巡視・点検

１）管路施設の大部分は、地下構造物であり、地上での巡視・点検は、その項目が限

られるが、面的に広い範囲にわたっており、それを効率的に行うには、計画的に実

施する必要がある。

２）写真撮影（カラー）は、調査年月日、調査場所等を明記した黒板を入れて行い、

異常個所は全て写真撮影すること。

（８）異常時の処置

調査の続行が困難になった場合は、直ちに委託者に報告し、指示を受けること。こ

の場合においても、上下流から調査するなど、調査の完遂に努め、その原因を把握す

ること。

（９）作業記録写真

受託者は、次の各項に従って作業記録写真を撮影し、業務完了時には業務ごとに工

程順に編集したものを作業記録写真帳に整理し、各業務報告書に添付して委託者に提

出すること。

１）撮影は、調査延長○○ｍ程度に対して、１箇所の保安施設の状況、テレビカメラ

など使用機械の設置状況、酸素及び硫化水素濃度等の測定状況、管路内洗浄状況の

他、委託者が指定する内容について行うこと。

２）写真には、作業件名、撮影場所、撮影対象及び受託者の名称を明記した黒板を入

れて撮影すること。

３）一枚の写真では作業状況が明らかにならない場合は、貼り合わせること。

４）写真は原則としてカラー撮影とし、その大きさはサービス版とすること。

（10）その他、本仕様書に記載のない事項については特記仕様書に従うこと。

２．清掃業務

（１）実施箇所及び実施数量

   清掃の実施箇所及び実施数量については、別紙１による。

（２）作業時間

作業に当たっては、道路使用許可条件を厳守すること。

（３）使用機材

清掃に使用する高圧洗浄車、強力吸引車、その他業務に必要となる機械器具等は各

作業に適するものを使用するとともに、業務に支障のないように受託者で常備してお
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くこと。

（４）その他、本仕様書に記載のない事項については特記仕様書に従うこと。

３．修繕業務

（１）実施箇所及び実施数量

修繕の実施箇所及び実施数量は、別紙１による。

（２）作業時間

作業に当たっては、道路使用許可条件を厳守すること。

（３）パッカー工法による修繕

１）止水材の種類及び注入量は、特記仕様書による。

２）注入作業の前に、汚泥等によって、不完全な施工にならないように、あらかじめ、

高圧洗浄車で対象区間を洗浄すること。高圧洗浄車に使用する洗浄水の取扱いは、

点検・調査業務における取扱いに準ずるものとする。

３）注入作業の終了後、止水材の残材が、管路内に残らないよう除去すること。

４）補修完了後、管路内の状況をテレビカメラで確認し、ビデオテープ等に記録して

提出すること。

（４）Ｙ字管工法及びＶカット工法による修繕

１）Ⅴカットの大きさ及び止水材や表面仕上げ材の種類については、委託者と協議し

て決定すること。

２）修繕箇所は、汚泥等によって不完全な施工にならないよう、あらかじめ清掃する

とともに、作業完了後も止水材の残材が管路内に残らないよう除去すること。

（５）部分更生による修繕

１）部分更生の工法について、複数の工法で費用比較を行い、委託者と協議して決定

すること。

２）既設管の洗浄は、更生材の要求性能等を十分発揮させるために必要であり、管更

生前に実施する。

３）出来形確認は、施工等の不良が原因で発生する更生材のシワ、たるみ、剥離、漏

水等の欠陥や異常箇所がないことを目視及びＴＶカメラ等で行う。

（６）材料の支給

１）修繕に用いる材料は、受託者（又は委託者）が調達する。

２）材料の引き渡し場所は、委託者の指示によるものとし、引き渡し場所からの積み

込み及び荷下ろしを含む運搬は、受託者の責任と費用において行うものとする。

（７）作業記録写真

受託者は、次の各項に従って、作業記録写真を撮影し、業務完了時には、業務ごと

に工程順に編集したものを作業記録写真帳に整理し、各業務報告書に添付して委託者

に提出すること。
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１）管路内から作業前後の状況を同一方向で撮影すること。ただし、管路内からの撮

影が困難な場合は他の適切な方法で撮影を行うこと。

２）人力または機械の別による作業状況を、背景を入れて撮影すること。

３）写真には、作業件名、撮影場所、撮影対象及び受託者名を明記した黒板を入れて

撮影すること。

４）一枚の写真では作業状況が明らかにならない場合は、貼り合わせること。

５）写真は原則としてカラー撮影とし、その大きさはサービス版とすること。

（８）その他、本仕様書に記載のない事項については特記仕様書に従うこと。

第４節 その他業務等

１．住民対応・事故対応業務

（１）実施区域

   住民対応・事故対応業務の実施区域は、別紙１による。

（２）業務内容

   住民対応・事故対応業務の内容は以下のとおりである。

  １）住民対応業務

   ①業務事務所における窓口電話による苦情等の受付・記録整理、委託者への報告

   ②原因についての調査・記録及び官民処置の見極め整理、委託者への報告

   ③現場における住民への説明（原因、処置内容等）

   ④必要に応じて官側が原因であった場合の処置及び復旧工事の実施・報告

【⑤その他】

  ２）事故対応業務

   ①業務事務所における窓口電話（巡視・点検等現場調査時に発見した事故等も含む）

による事故報告の受付・記録整理、委託者への報告

   ②原因についての調査・記録及び官民処置の見極め整理、委託者への報告

   ③現場における住民への説明(原因、処置内容等) 
④官側が原因であった場合の処置及び復旧工事の実施・報告

【⑤その他】

（３）その他

１）受託者は、住民対応及び事故対応業務における体制を定め、委託者に届け出なけ

ればならない。

２）受託者は、住民対応及び事故対応業務における確認事項、対応・措置、報告等に

ついて、委託者と事前に調整・確認を行うものとする。

３）受託者は、窓口電話を２４時間受付可能な体制をとり、住民対応及び事故対応に
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ついて、速やかに対応できる体制を整えるものとする。

４）受託者は、住民対応及び事故対応の結果を速やかに報告するものとする。

５）その他、本仕様書に記載のない事項については特記仕様書に従うこと。

２．他工事等立会業務

（１）実施区域

   他工事等立会業務の実施区域は、別紙１による。

（２）業務内容

  １）工事の立会及び確認

   ①発注者による別途発注工事への立会及び確認

   ②他企業による近接工事への立会及び確認

【③その他】

  ２）施工協議

   ①道路管理者等との施工に関する協議

   ②他企業との施工に関する協議

  【③その他】

（３）その他

１）受託者は、他工事等立会における体制を定め、委託者に届け出なければならない。

２）受託者は、他工事等立会業務における確認事項、防護措置、異常時の対応・措置、

報告等について、委託者と事前に調整・確認を行うものとする。

３）受託者は、委託者の指示に従い他工事等の事前または施工時に立会業務を行い、

損傷等を未然に防ぐための必要な確認、指示、措置等を講じるものとする。

４）受託者は、他工事等立会の結果を速やかに報告するものとする。

５）その他、本仕様書に記載のない事項については特記仕様書に従うこと。

３．災害対応業務

（１）実施区域

   災害対応業務の実施区域は、別紙１による。

（２）業務内容

  １）台風等予見できる災害等に対する事前待機

  ２）災害時対応の初動支援

 【３）その他】

（３）その他

１）受託者は、災害時及び緊急時における連絡体制及び出動体制を定め、委託者に届

け出なければならない。なお、連絡体制及び出動体制を定めるに当たっては、常に

迅速な対応が図れるよう、事前に委託者と協議の上、各々の役割分担を定めるもの
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とする。

２）受託者は、災害時等において管路施設に被災又は管路施設の被災による二次災害

のおそれがある場合等は、委託者と密に連絡・調整を行うとともに、予め定めた緊

急巡視・点検及び巡視・点検に応じた適切な緊急措置等を講じ、被災状況の把握に

協力するとともに、二次災害の未然防止に努めなければならない。

３）委託者は、災害時及び緊急時における連絡体制を受託者に通知するものとする。

４）その他、本仕様書に記載のない事項については特記仕様書に従うこと。

４．下水道管路維持管理計画の見直し検討業務

（１）受託者は、本業務において得られた巡視・点検、調査結果及び整理・蓄積した情報

を基に、現行の下水道管路維持管理計画について見直しを行うものとする。

（２）見直し検討は現行の下水道管路維持管理計画書に記載されている以下の内容を対象

とする。

  ①維持管理の方針及び目標の設定

  ②対象地域の概要

③対象地域の管路施設の概要

④管路の維持管理状況

⑤重点路線又は重点区域

⑥巡視・点検計画

⑦調査計画

⑧清掃計画

⑨修繕・改築計画

⑩維持管理体制

⑪情報管理計画

（３）その他、本仕様書に記載のない事項については特記仕様書に従うこと。

第４章 その他

１．業務の完了

（１）受託者は、業務完了時に本仕様書及び特記仕様書に指定された提出図書及び書類を

提出し、委託者の検査を受けなければならない。

（２）検査において、訂正を指示された箇所は、直ちに訂正しなければならない。

（３）委託者による検査の合格後、提出図書一式の納品をもって業務の完了とする。

（４）業務完了後において、明らかに受託者の責に伴う業務の瑕疵が発見された場合、受

託者は、直ちに当該業務の修正を行わなければならない。



15 

２．業務移行期間と業務の引継ぎ

（１）履行期間の最終１か月間を業務移行期間とする。

（２）受託者は、業務移行期間において「別紙 11 業務移行期間の実施方法等」に従って

業務の引継ぎを行うものとする。

３．その他

（１）作業箇所において、下水道施設に緊急性を要する破損、不等沈下、腐食等の異状を

発見した場合は、速やかに委託者に報告すること。

（２）本仕様書、図面及び特記仕様書に特に明示していない事項であっても、業務の遂行

上、当然必要なものは、受託者の負担において処理すること。

（３）その他特に定めのない事項については、速やかに委託者に報告し、指示を受けて処

理すること。


